
38 地域計画の実現に向けた支援

＜対策のポイント＞
令和７年３月末までに全国で約１万９千地区の地域計画が策定されたところ、農地の適正利用の確保までは話し合いを進めることができなかった地域が見

受けられることから、地域計画の見直しを進めつつ、将来像が明確となった地域計画の実現に向けて取組を後押しします。

＜事業の全体像＞

令和８年度予算概算要求額 72,463百万円（前年度 － ）の内数

地域計画実現への支援

将来の農地利用を明確化
した地域農業の設計図

策定地区数 18,633(令和7年3月)

将来（10年後）の受け手が不在である農地の明確化
はしたが、その受け手を位置付けられなかった地域の例

地域計画

分析の結果、
・現況にほぼ近い目標地図

  ・将来の受け手が不在
の計画が多い状況

↓
将来像が明確となるように
見直し
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○地域計画に沿った産地化等農業生産活動支援の
ための共同利用施設の再編・集約化等

・強い農業づくり総合支援交付金【12,152百万円】
産地の収益力強化に必要な産地基幹施設の整備等
を支援
・新基本計画実装・農業構造転換支援事業
【9,971百万円】
老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化を支援

○目標地図に沿った農地の集約化

・農地集約化促進事業【8,091百万円】
地域で一体となった生産性向上等に向けた集約化の
取組を支援
・機構集積支援事業【3,720百万円】
遊休農地所有者や不在地主等の利用意向調査、
農地等のデータベースの運用等を支援
・農地利用最適化交付金【4,051百万円】
農業委員会による農地利用の最適化活動を支援

・農地中間管理機構事業【7,973百万円】
農地バンクの事業費（農地賃料、保全管理経費、
遊休農地解消経費、畦畔除去経費）及び事務費
（人件費、業務委託費）等を支援

 関連対策
 ・農地耕作条件改善事業
 ・農地中間管理機構関連農地整備事業 等

○地域計画に位置付けられた農業を担う者の経営発
展等

・農地利用効率化等支援交付金【3,007百万円】
地域計画の早期実現に向けて、地域の中核となって農
地を引き受ける担い手が経営改善に取り組む場合に必
要な機械・施設の導入等を支援
・集落営農連携促進等事業【200百万円】
地域計画に位置付けられている集落営農の連携・合
併による広域展開での効率的な生産・販売体制の確立
等に向けた取組を支援
・新規就農者育成総合対策のうち経営発展支援事業
【17,684百万円の内数】
就農後における経営発展のための機械導入等を支援

・雇用就農総合対策のうち雇用体制強化事業
【4,483百万円の内数】
経営体における就労条件を改善する取組を支援

○受け手不在農地解消のための外部からの担い手
の誘致

・農業経営・就農支援体制整備推進事業
【1,130百万円の内数】
都道府県等が行う地域外の担い手の誘致を支援

・新規就農者育成総合対策のうち農地の受け手確保
に向けた新規就農者誘致環境整備事業
【17,684百万円の内数】
新規就農者を誘致するための体制づくりや研修農場
の整備等を支援

［お問い合わせ先］ 経営局農地政策課（03-6744-2149）
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